
 

  

政府のプラごみ対策新法政省令に対し NGO27団体が共同提言 

～スプーン等の選択的有料化では不十分、包括的な規制強化によ

る大量生産・大量消費からの脱却を～ 

包括的で実行性ある施策を 

 

 

「減プラスチック社会を実現する NGO ネットワーク」のメンバーおよび賛同 27 団体は、本日 14 日に

閣議決定された「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（プラスチック新法）の政省令等

（以下、本政省令）」について、山口壯環境大臣および萩生田光一経済産業大臣あての提言書を策定、

発表しました（提言書：https://www.wbsj.org/press/pdf/pla-20220114-1.pdf）。 

 

■背景 

2021 年 6 月に成立した「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（プラスチック新法）」の

具体的な内容を定めた政省令が、1 月 14 日に閣議決定され、今年 4 月より施行されることとなりました

（https://www.env.go.jp/press/110313.html）。減プラスチック社会を実現する NGO ネットワーク

は、プラスチック新法に関連し、より包括的かつ実効性のある政策の導入を目指し継続的に改善を働き

かけてきましたが、依然として反映されていないため、このたび本提言書を発表します。私たちは世界

的に深刻なプラスチック汚染の本質的な解決に向けて、引き続き政府へ政策改善の働きかけを続けてい

きます。 

 

■共同提言のポイント 

プラスチック新法で注目されるスプーンやフォーク等の選択的有料化では、プラスチック全体を十分に

削減することはできません。そこで、意欲的で明確な発生抑制目標の下で、食品トレーなど必ずしも必

要のない主要な使い捨てプラスチックを広く選定し、提供禁止や有料化することで、大量生産・大量消

費を前提とした社会の枠組みを変えていくことを求めています。また、マイクロプラスチックや漁具、

農業用資材などを含め、プラスチック汚染問題全体を包括した基本理念となる「基本法」を新たに制定

の上、それに基づき法規制を整備し、環境流出と気候変動問題の双方を確実に改善していくことを要請

しています。 

 

■提言の骨子 

1. 追加的なプラスチック汚染を根絶する目標の 2030 年への前倒し 

2. マイルストーン（目標）の明確化と、バイオマスプラスチック導入以外の目標の引き上げや期限

前倒し 

3. 循環基本法における優先順位に沿ったリユースの推進と各優先順位の定義の明確化 
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4. 事業者への努力要請に一定の強制力をもたせ、特定プラスチック使用製品のみならず、容器包装

リサイクル法が適用される容器包装についても、品目を特定し、有料化を義務づけること 

5. バイオプラスチックを含めた代替素材の使用につき、やみくもに推進することなく、必要不可欠

な製品や部品についてのみ、持続可能性が担保できるものを使用するように義務付けること 

6. 主務大臣による設計認定制度について、国や地方公共団体、事業者に対し、認定プラスチック使

用製品の使用に努めるよう単に要請するのではなく、一定程度の認定製品の使用を義務付けた上で、

認定されていないプラスチック使用製品の使用を制限していくこと 

7. 主に家庭から排出されるプラスチック使用製品について、分別収集、再商品化その他のプラスチ

ックに係る資源循環の促進等に必要な措置を講じるために、製造事業者や使用事業者に、必要なコ

ストの負担を求めること 

8. 特に自然環境への流出の可能性が高い、漁具・農業用資材に使用されるプラスチックについても、

明確な対象とすること。そして、製造事業者や使用事業者への環境配慮設計や流出防止措置の導入、

適切な漁具管理や流出時の報告・回収を義務付け、必要な基盤整備等を行うこと 

9. 特に製造・流通・使用過程で生ずる一次マイクロプラスチックの環境への流出の防止のために、

意図的に使用されるマイクロプラスチックの製造・利用を早期に禁止し、予防原則の観点から、一

次マイクロプラスチック発生抑制対策を早期に導入すること 

10. プラスチック使用製品に含まれる有害化学物質に関する影響について調査研究を進めるだけで

なく、プラスチックに含まれる化学物質の成分表示を義務付けること 

11. 別途、明確な発生抑制目標を有し、プラスチック汚染問題全体を包括した基本理念となるよう

な「基本法」を早急に制定すること 

12. 地球規模のプラスチック汚染を包括的に解決するために、各国がすべきことを明確に規定し、

世界各国からの幅広い参加を促進できる、法的拘束力のある国際協定の早期発足に向けて、日本政

府として最大限貢献すること 

以上 

 

■減プラスチック社会を実現する NGOネットワーク 

 

メンバー団体 (五十音順) 

 

特定非営利活動法人 OWS 

国際環境 NGO グリーンピース・ジャパン 

一般社団法人 JEAN 

公益財団法人 世界自然保護基金ジャパン（WWF ジャパン） 

全国川ごみネットワーク 

特定非営利活動法人 ダイオキシン・環境ホルモン対策国民会議 

一般財団法人 地球・人間環境フォーラム 

公益財団法人 日本自然保護協会 



  

特定非営利活動法人 日本消費者連盟 

公益財団法人 日本野鳥の会 

特定非営利活動法人 パートナーシップオフィス 

特定非営利活動法人 プラスチックフリージャパン 

容器包装の３Ｒを進める全国ネットワーク 

一般社団法人 リアル・コンサベーション 

 

 

賛同団体 (五十音順)  

 

特定非営利活動法人 アーキペラゴ 

小山の環境を考える市民の会 

環境問題を考える会  

ごみ・環境ビジョン 21 

「ごみゼロプラン静岡」市民ネットワーク 

特定非営利活動法人 埼玉エコ・リサイクル連絡会 

認定 NPO 法人スペースふう 

奈良エコライフ研究会 

２２世紀奈佐の浜プロジェクト委員会 

Hamaumi－浜松の海を守る会 

特定非営利活動法人 プロジェクト保津川 

山梨マイクロプラスチック削減プロジェクト 

ワーカーズ・ごみ問題研究会 

 

 

【本件に関するお問合せ先】 

世界自然保護基金（WWF）ジャパン  

メール：fish@wwf.or.jp 

 

日本野鳥の会 自然保護室（担当：岡本/山本） 

電話：03-5436-2633 

メール：hogo@wbsj.org 
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